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【施策3】 老朽化対策　【取組 6 ・7・ 8 ・ 9 ・10】

●�水道・工業用水道管路は、法定耐用年数である４０年を超過している割合が、それぞれ２７．８％と８６．９％ （令和６(2024)年度末時点）となっています。管路の老朽化に

よる不具合が発生した場合、断水や濁水などの直接的な影響だけではなく、漏水等に伴う二次災害も懸念されることから、不具合を未然に防ぐため、効率的・効果的な更新

や維持管理を行う必要があります。特に、断水により市民生活に大きな影響を与える基幹管路については、更新完了までに長い期間を要することから、優先順位を定め計

画的に更新を進める必要があります。【 取組6】

●�水道施設は、再構築計画とその後の配水池・配水塔の更新・長寿命化の取組により、長沢浄水場などの主要施設の多くは健全性が確保されています。一方、工業用水道施設

は、長沢浄水場の一部などで老朽化が進行しています。施設の老朽化による不具合が発生した場合、水道や工業用水道の供給が途絶え、使用できなくなる可能性があるこ

とから、不具合を未然に防ぐため、効率的・効果的な更新・長寿命化対策や維持管理を行う必要があります。【 取組7】

●�下水道施設は、老朽化が進行しており、下水管きょの不具合による道路陥没や設備故障による水処理センター・ポンプ場の機能停止などが発生すると、下水道の使用制限

につながるなど、市民生活に多大な影響を及ぼします。このため、老朽化した施設による不具合を未然に防ぐため、事故発生時に社会的影響が大きい管きょの健全性や施

設の状態、重要度を踏まえ、効果的・効率的に下水管きょの再整備、施設の設備更新・長寿命化を行う必要があります。【 取組8・９】

●�水処理センター・ポンプ場は、下水道事業の初期に整備されたものが多いため、老朽化した施設が増えています。老朽化による水処理機能の停止などが起きると、処理でき

なくなった下水が市街地に流出し、公共用水域の水質汚濁や降雨に伴う浸水が発生するなど、市民生活に多大な影響を及ぼします。また、今後は、人口減少による汚水量の

変化や気候変動による降雨量の変化、維持管理に係る担い手の減少などが見込まれています。このため、施設の老朽化による不具合を未然に防ぐとともに、施設規模の適

正化や、維持管理性の向上を図り、計画的に再構築を行う必要があります。【 取組１0】

◆�水道・工業用水道の管路・施設の計画的な更新により、健全性が確保され、安定給水の確保と良質な水道水の供給が継続できます。

◆�水道・工業用水道の管路・施設の老朽化対策により、漏水による道路陥没や冠水等の二次災害を防ぐことができます。

◆�下水管きょの再整備や水処理センターなどの効果的・効率的な設備更新により、下水道施設の機能が維持され、安全で安心な下水道サービスが提供できます。

◆�水処理センターなどの計画的な再構築により、安全で安心な下水道サービスが提供できます。

現状と課題

施策の効果
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【取組6】 水道 ・工業用水道管路の更新  

●�基幹管路の更新

水道・工業用水道の基幹管路については、管の材質や重要度、耐震性、老朽度など

により更新の優先順位を設定し、健全度を確保しながら計画的に更新を進めます。

●�小口径管路の更新（水道）

年間約３５kmを目標として、布設年度や漏水実績などを考慮して設定した適切な

時期に、耐震管への更新を進めます。

水道
重点

工水 下水

取組 / 指標 R6 年度 R １１年度

水道 ・工業用水道管路の更新 継続実施

基幹管路の更新
ー

(R7年度～)
２路線完了

小口径管路の更新 （水道） 41.9㎞ / １年 140 ㎞ /4 年

②

①

④

③

： 浄水場
： 配水池
： 配水塔
： 送水管
： 中大口径配水管
： 整備路線（水道）
： 整備路線（工水）

潮見台

長沢

鷺沼

末吉

宮崎

高石

千代ヶ丘

細山

黒川

黒川高区
生田

整備箇所 整備期間 （予定）

①産業道路配水管 R７～9年度

②１号配水本管（鷺沼工区） R７～１０年度

③１号配水本管（生田工区） R １１年度～

④工水４号 ・５号配水支管 R１０年度～

大口径管路(口径１，０００ｍｍの更新例（パイプ・イン・パイプ工法）)

小口径管路(口径3００ｍｍの更新例（開削工法）)



2222

施
策
及
び
取
組

第

3
章基幹管路の更新～パイプ・イン・パイプ工法～

パイプ・イン・パイプ（PIP）工法は、既設管をさや管として活用しその中に新しい管を挿入する工法であり、昭和５０年代後半から用いられてきました。その特徴とし

ては、更新手法として一般的である開削工法に比べて、主要道路で交通量が多いなどの理由により施工が困難である場所や、既存埋設物が多く新たな管を布設する

スペースがない場合でも更新可能なことに加えて、既設管の撤去が不要となることなどから開削工法と比べて費用が6割程度（直径約1000mmの管を１ｍ更新する

場合：ＰＩＰ工法約79万円、開削工法約138万円）に抑えられるため、本中期計画（２０２６～２０２９）期間中では、約３０億円の費用削減効果が見込まれています。

一方、既設管の中に新しい管を挿入する工法であることから、新しい管の口径は既設管より小さくなり、配水可能な水量が減少するというデメリットがあります。

本市では水道・工業用水道事業の現在の配水量は過去に記録した最大の配水量から２割以上減量しており、管の口径が小さくなっても将来の水需要に十分対応で

きることから、基幹管路の更新にあたっては、施工実現性や費用抑制の観点からPIP工法を優先的に採用する方針としています。

【参考】開削工法(直径約400㎜)

◆PIP工法（イメージ）

管の接合・検査など

新しい管を
古い管に
入れる

既設管

充てん材を古い管と
新しい管の間に
注入・充てん

②
①

③ ⑤

No.①
吊り込み運搬

No.②
運 搬

No.③
接 合

No.④
充てん材を注入

No.⑤
検 査

既設管 ④

コ ラ ム
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本市では古くから基幹管路に、耐震管として位置づけられている溶接継手鋼管を使用してきたことから、基幹管路の耐震化率は８0.2%(令和6（2024）年度末時

点)となっています。そのため、地震対策としては、主に小口径管路を中心に、年間40km(管路の更新率:1.6％)を目標として更新に伴う耐震化を進めてきました。こ

のような背景から、基幹管路の耐震化率は高いものの、法定耐用年数を超過している管路の割合は65.0%(令和6（2024）年度末時点)となっています。

法定耐用年数は会計上の基準であることから、超過しても直ちに漏水等の不具合が発生するものではありませんが、基幹管路の多くは、高度経済成長に伴う水需

要の増加に対応するために整備を進めたことから、今後、更新需要が増加します。このようなことから、基幹管路の更新・老朽化対策は、長期を見据え計画的に進める

必要があり、既に取り組んでいる更新等に向けたバックアップルートの構築が完了後に、本格的に更新工事に着手します。

基幹管路の更新には、小口径管路に比べて多くの事業費・労力が必要となることから、限られた財源の中で地震対策と基幹管路の老朽化対策をバランスよく進め

る必要があります。

平成２5（2013）年に本市が実施した地震時の管路被害予測による発災直後の想定断水世帯率（以下、断水率）は52％としていましたが、その後、地震により被害

が懸念される鋳鉄管などの更新を優先して取り組んだこと、全国トップクラスの管路の更新率（令和6（2024）年度実績1.64％、19大都市※平均0.86％）で更新・

耐震化を進めてきたことから、令和6（2024）年度末時点の断水率は、２０％以下まで低下しています。

今後も年間40kmを目標に更新・耐震化を進めた場合、断水率は１年間に０．５５％低下しますが、基幹管路の更新の本格化による事業費等への影響を抑えるため

に、年間35km（管路の更新率：1.4％、１年間の断水率の低下：0.48％）を新たな目標として小口径管路の地震対策を進めながら、その費用や労力の一部を基幹管

路の老朽化対策の推進に使うことにしています。

地震で損傷した水道管

（横浜市提供）

老朽化した水道管による漏水（冠水）

（神奈川県提供）

52.0 

22.1 

19.3 2.9 0.0 
18.5 

33.8 
41.5

92.1

100.0 

0

25

50

75

100

耐
震
化
率
・
断
水
率(

％)

発災直後の断水率と小口径管路の耐震化率(シミュレーション)

老朽管を
主に更新

実績値 推定値

ペース変更による
影響は6年

年度

※　19大都市：東京都と政令指定都市（千葉市と相模原市は除く。）

コ ラ ム
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【取組7】 水道 ・工業用水道施設の更新 

●�施設の更新・長寿命化

重要度や経年度などを考慮して整理した実使用年数や方針を基に、財政収支と

の整合を図って定めたアセットマネジメントにより、運転管理、点検調査及び修繕

の実績等を考慮し、適切な時期での更新や長寿命化対策等を進めます。

●�主要設備の計画的な更新

ポンプ設備や流量計等の主要設備についても、アセットマネジメントに基づき計

画的に更新を進めます。

水道 工水 下水

工業用水道施設・管路の更新

長沢浄水場や３本ある送水管は整備完了から70年以上経過しているも

のもあり、老朽化が進行しています。そのため、まずは長沢浄水場及び２号

送水管の令和１２(2030)年度からの更新に向けた検討・調整を進めてい

ます。本市では、令和７(2025)年度に工業用水道利用者との契約水量を

約５２万㎥/日から約３７万㎥/日に見直したことから、更新により管の口

径が小さくなるPIP工法を採用しても、将来の水需要には十分対応可能と

なっています。そのため、送水管の更新にあたっては、施工実現性や費用抑

制の観点からPIP工法の優先的な活用を予定しています。

取組 / 指標 R6 年度 R １１年度

水道 ・工業用水道施設の更新 継続実施

施設の更新 ・ 長寿命化
ー

（R6 年度～）
２施設完了

千代ヶ丘配水塔（更新前）

整備箇所 整備年度 （予定）

千代ヶ丘配水塔１号塔 更新・R6～9年度

鷺沼配水池 長寿命化・R6～9年度

細山配水塔※ 健全度調査・R１0年度

※調査結果により対応を決定

PIP工法にて更新予定

２号送水管(経過年数:６５年)

第１・２沈でん池、混和池、フロック
形成池、調整池などを更新予定

PIP工法にて更新予定
３号送水管(経過年数:6３年)

PIP工法にて更新予定

１号送水管(経過年数:７２年)

長沢浄水場(経過年数:７１年)

R12

長沢浄水場

２号送水管

３号送水管

１号送水管

設計等

設計等

施工

施工

施工

施工

設計等

設計等

水需要
調査

水需要
調査

R6 R16 R26 R36 R46

主要施設・管路の位置や経過年数など(経過年数は令和７年度末時点)

主要施設・管路の更新スケジュール

千代ヶ丘配水塔（更新完了後イメージ）

重点

コ ラ ム
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【取組8】 下水管きょの再整備  

●�管きょの老朽化対策

管きょの老朽化に伴い健全度が低下すると、道路陥没や流下能力の低下などの

事象が発生する確率が高まるため、健全度の予測を行い、管きょの機能を維持す

るための再整備を実施します。

●�汚泥圧送管の老朽化対策

４箇所の水処理センターから発生する下水汚泥は、圧力で送る管（汚泥圧送管）

を通じて入江崎総合スラッジセンターに集約して焼却処理をしています。

汚泥圧送管は、内部の調査により劣化状況を把握することができないため、経

過年数に応じて計画的に再整備を実施します。

●�国土強靱化計画を踏まえた管きょの老朽化対策

損傷リスクが高く、事故発生時に社会的影響が大きい大口径下水管きょの健全

性を確保するため、老朽化対策を実施します。

●管きょ再整備重点地域における老朽化した管きょの再整備

管きょの再整備は、老朽化に伴う不具合の発生確率と機能停止の影響の大きさ

からリスク評価を行い、リスクが大きい地域を「管きょ再整備重点地域」に位置づ

け、管きょの再整備を行うことで、効果的・効率的に対策を進めます。

水道 工水 下水

取組 / 指標 R6 年度 R １１年度

下水管きょの再整備 継続実施

管きょ再整備率 （管きょ再整備重点地域） 39.0％ 45.5％以上

損傷リスクが高い大口径管きょの

老朽化対策

ー
（R7 年度～）

100％

重点

管きょ再整備重点地域

川崎駅

●

再整備優先度

低 高

●

●

●

武蔵小杉駅

武蔵溝ノ口駅登戸駅

テキスト小：４pt 線のサイズ：0.75pt

テキスト大：6pt

横幅 12.5cm

縦
幅6cm

汚泥圧送管の整備状況（令和7年度末） 将来再整備路線

麻生
水処理センター

麻生B

高石

麻生A

麻生C

加瀬
水処理センター

等々力
水処理センター

入江崎
水処理センター

等々力A 等々力B

入江崎B入江崎A

戸手中継ポンプ場

戸手B戸手A

加瀬B

入江崎総合スラッジセンター

加瀬A

汚泥中継所

高石中継ポンプ場

凡　例

汚泥圧送管（整備済）
汚泥圧送管（整備中）
設計着手路線
将来再整備路線（既設）

汚泥圧送管（既設） 水処理センター
中継ポンプ場
汚泥中継所（整備中）
スラッジセンター

高石中継ポンプ場

等々力
水処理センター
等々力
水処理センター

加瀬
水処理センター
加瀬
水処理センター

入江崎水処理センター入江崎水処理センター

入江崎総合
スラッジセンター加瀬

処理区
加瀬
処理区

入江崎処理区入江崎処理区

戸手中継
ポンプ場

高石中継
ポンプ場

臨海工業地帯臨海工業地帯
麻生処理区麻生処理区

汚泥中継所
（整備中）
汚泥中継所
（整備中）

麻生
水処理センター
麻生
水処理センター

麻生Cルート

戸手
A・Bルート加瀬

A・Bルート

等々力
A・Bルート

入江崎A・Bルート
麻生A・Bルート

高石ルート

等々力処理区等々力処理区

管きょの再整備優先度と重点地域

下水管きょの健全度推移予測
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◆老朽化対策によるリスクの低減

本市では、耐用年数を超える管きょの更新について、平成11（1999）年度よ

り、老朽化が進んでいる川崎駅周辺以南の地域から、管きょの計画的な更新を

行う再整備事業を開始しました。

現在は、アセットマネジメントの考え方に基づき、老朽化に加え、道路陥没な

ど不具合発生時の社会的影響も踏まえたリスクに着目し、「管きょ再整備重点

地域」を設定し、管きょの重点的な老朽化対策を進めています。これまでの取組

により、川崎駅周辺以南の地域におけるリスクは大幅に低減されました。

今後も、アセットマネジメントの考え方に基づく老朽化対策を推進し、さらな

るリスクの低減を図ります。

◆管きょの更新工法の採用

管きょの状態を把握するための調査により老朽化が確認された管きょは、傷

み具合に応じて更新する工法を選択しています。管きょの更新は、地面を掘り管

を入れ替える「布設替工法」と既設管の内側に新たな管を構築する「更生工法」

があり、それぞれのメリット・デメリットを踏まえ、経済性や施工性、市民生活へ

の影響を考慮して工法を決定しています。

例えば、更生工法は、布設替工法と比べて経済性が優れる場合が多く、また、

道路の掘削を行わないことから、交通量の多い場所でも施工しやすく、市民生

活への影響を少なくすることができます。一方、既設管きょの傷みが激しい場合

は、更生工法を適用することができないため、布設替工法により施工します。

更生工法を採用し管きょを更新した工事では、布設替工法と比べて費用を2

０～７０％程度削減※することができ、令和6（2024）年度に発注した工事では、

合計約10億円の削減効果があったと試算しています。

※管径1,500mmの管を１0ｍ更新する場合

　 更生工法：500万円（約67％の削減）、布設替工法：1,500万円

※管径250mmの管を１0ｍ更新する場合

　 更生工法：120万円（約20％の削減）、布設替工法：150万円

令和元（2019）年度

令和6（2024）年度

再整備優先度※

低 高

管きょ再整備重点地域

＜再整備優先度とは＞

老朽化に伴う不具合の起こり

やすさと機能停止の影響の

大きさからリスク評価を行い、

再整備優先度のランクを付

けて、指標化したものです。

川崎駅

●

●

武蔵小杉駅

武蔵溝ノ口駅

●

登戸駅
●

管きょ再整備重点地域

再 整 備 優 先 度 ※

大幅なリスクの低減

登戸駅
● 武蔵溝ノ口駅

●

●

武蔵小杉駅

川崎駅
●

管きょの再整備優先度と重点地域

【参考】布設替工法（イメージ） 【参考】更生工法

コ ラ ム
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【取組9】 水処理センターなどの設備更新  

●�水処理センター・ポンプ場施設の設備更新・長寿命化

老朽化に伴い設備の健全度が低下すると、下水処理施設の機能停止などの事象

が発生する確率が高まるため、健全度の予測を行い、優先度の高い設備から更新

するとともに、ライフサイクルコストを考慮した長寿命化も実施します。

●リスク評価による効果的な事業推進

設備故障による機能停止の影響の大きさからリスク評価を行い、リスクが大き

いものから優先的に設備更新を行うことで、限りある予算の中で効果的に対策を

進めます。

水道 工水 下水

ライフサイクルコストを最小化した

設備更新・長寿命化

水処理センター・ポンプ場には、様々な機械・電気設備があり、それらの老

朽化対策には機器単位で更新する「更新」と機器の構成部品単位で交換す

る「長寿命化」があります。

機器の劣化状況に応じてランニングコストを含めた機器のライフサイクル

コストが最小となるよう、「更新」と「長寿命化」を組み合わせ効果的・効率的

に対策を進めます。

取組 / 指標 R6 年度 R １１年度

水処理センターなどの設備更新 継続実施

設備の健全度推移予測

水処理センター・ポンプ場のリスク評価（イメージ）

施設の長寿命化のイメージ

コ ラ ム
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【取組10】 水処理センターなどの再構築  

●�水処理センターなどの再構築

老朽化した水処理センターなどについて、施設の機能を供用しながら、同一敷

地内に新規の施設を築造し、完成後に古い施設を解体する再構築事業を計画的に

進めていきます。また、再構築とあわせて、施設の機能向上（耐震化、省エネルギー

化、雨水の排水能力向上等）を図ります。

●�人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた施設計画の見直し

将来的な人口減少を踏まえた施設規模や処理手法の最適化を図るために、将来

処理が必要となる下水の量や水質等を見直した上で、より適切な施設計画となる

よう検討を進めます。

水道 工水 下水

取組 / 指標 R6 年度 R １１年度

水処理センターなどの再構築 継続実施

入江崎総合スラッジセンター 1 系焼却炉の

再構築

ー
（R3 年度～）

完了
（R8 年度）

大師河原ポンプ場 （汚水） の再構築
ー

（R2 年度～）
完了

（R10 年度）

重点

入江崎総合スラッジセンター（更新前）

人口減少等の社会情勢の変化を踏まえた施設計画の見直しイメージ

大師河原ポンプ場（更新前）

入江崎総合スラッジセンター

（更新完了後イメージ）

大師河原ポンプ場

（更新完了後イメージ）

雨水ポンプ棟 雨水ポンプ棟
汚水ポンプ棟

汚水沈砂池

雨水ポンプ棟 雨水ポンプ棟
汚水ポンプ棟

汚水沈砂池

実績水量

年次

汚
水
量
︵m

3/

日
︶

令和17年
見直し計画
基準年次

令和7年
現計画
基準年次

凡例 ：計画汚水量
：処理能力

約63万

現在 人口ピーク 将来

高度
処理化

嫌気･無酸素･好気活性汚泥法

余裕②を活用

嫌気･好気活性汚泥法

余裕①を活用

標準活性汚泥法

～水処理の高度処理化等イメージ～

除去可能
物質※2

BOD､P

BOD､P､N

BOD

処理方式名称

※2 BOD:有機物、P:りん、N:窒素

状態①

状態②

再構築

高
度
処
理
化

現在の施設躯体の規模を
変えずに、有効活用して､
水処理の高度処理化等を図る

施設の老朽化状況等を踏まえ
必要に応じて再構築を実施し、
施設規模の最適化を図る

平成21年改定
現計画値

昭和58年改定
前計画値


